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１．はじめに
本論文の目的は，A.ガットマン（A. Gutmann）による教育バウチャー批判と J.ヴィテリッティ
（J. Viteritti）による（宗教学校を含める）再配分的な教育バウチャー（１）支持との比較検討を通じて，
近年のアメリカ教育バウチャー州判決と親和性をもつと思われる前者の正当性を問い返すことにあ
る。具体的には，ヴィテリッティの議論を手がかりに，（複合的なマイノリティ（２）にとっての）再配
分的な教育バウチャーの独自な意義を明らかにして（3節），「教会と国家の厳格な分離」に依拠した
ガットマンによる教育バウチャー批判が，抑圧的に作用する可能性を指摘することにある。また本論
文の意義は，教育バウチャー判決の主な舞台とされる州判決での，違憲判決の傾向が，ガットマンと
同じく「教会と国家の厳格な分離」解釈に支えられていることを鑑みて（３），その思想的な正当性を，
慎重に問い返す議論の切り口（のひとつ）を提供すること，またその結果，今後の各州のケースにお
いて，いずれの評価を招くとしても，教育バウチャーをめぐる議論の公共性を，いっそう高めるとい
うこと，そして具体的には，とりわけ複合的なマイノリティにとっての再配分的な教育バウチャーの
意義を実現してゆくことにある。
本論文の構成は，次のようになる。第 1に，教育バウチャー批判の急先鋒として想定される民主教
育論（４）のなかでも，ガットマンの議論を検討する。というのも，最近（特に 2000年以降）のガット
マンは，再配分的な教育バウチャーの妥当性にかんして，社会的統合を強調する民主教育の立場から
丁寧かつ批判的な検討を加えてきているからである。第 2に，1節で示される「当事者の声の軽視」
という問題を克服する手掛かりとして，複合的なマイノリティにとっての宗教学校の公共的・教育的
な役割に着目して，再配分的な教育バウチャーを支持するヴィテリッティの議論を吟味する。またそ
の際には，異なる境遇・存在にある人びと―本論でいうところの複合的なマイノリティ―との間での
実質的な権力の分有に根差した平等主義の観点から，既存の再配分的な教育バウチャーを批判してい
る K.ソルトマン（K. Saltman）の主張に着目して，ヴィテリッティ論の補強に援用する。第 3に，2
節を受けて，実のところ，その後も進展を続けるガットマンの民主教育論（4節）や「教会と国家の
分離解釈の種類」（5節）などの文脈に照らすと，ヴィテリッティによる再配分的な教育バウチャー
支持は，ガットマンの教育バウチャー批判をかわして，理論的な可能性を保持しうることを指摘する。
その結果，ガットマンの教育バウチャー批判の正当性に問い直しを迫ることになるだろう。
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２．ガットマンの教育バウチャー批判
本節では，民主教育の立場から投げかけられた再配分的な教育バウチャーの批判を概観して分析を
加えてゆく。なかでも，統合教育を掲げる民主教育を支持するガットマンは，以前よりは平等論に傾
斜したという点で（５），必ずしも理不尽とは言えない再配分的な教育バウチャーを，「教会と国家の厳
格な分離」や「学力の向上」などの価値に照らして，あらためて細かく批判している点で注目に値
する。
さて，ガットマンにとって，「宗教の自由」をかかげた両親による宗教学校の選択に，公費として
の教育バウチャーが適用されないことは，必ずしも不公正ではない。なぜなら，そもそも憲法民主主
義を支持する民主的市民は，アメリカ合衆国憲法の国教樹立禁止条項のもと，宗教ないし反宗教を教
える学校に公的財政支援をすべきでないという憲法的な義務を持つと考えるからである（６）。ガット
マンからすると，宗教学校は，とくに（誰をも省かない）非差別・（特定の価値を押し付けない）非
抑圧の原理に照らして，憲法民主主義に違反していると判断できるため，公的財政支援を受ける資格
を有していない。すなわち宗教学校は，入学の際に生徒を宗教的・教育的理由で選抜する可能性があ
るので，非差別の原理にそむくことになる。また特定の宗教を教える点でも非抑圧の原理に反する恐
れがある。結果として，生徒の同質性をまねきやすい私立学校の多く（宗教学校）においては，多様
な背景を持つ子どもたちの接触を通じて，自由で平等な市民へと育成してゆくという統合教育が難し
いと予想されるため，非差別の原理にもとづき，受け入れがたいものとなる。
けれども一方で，ガットマンは，特に構造的な不平等が根付くインナーシティにおいて，民主教育
にとり十分な公立学校が不在のままであり，そのため子どもたちへの教育機会の不平等が深刻さを増
している事態と向き合うことから，その改善に向けて提起されてきた再配分的な教育バウチャーの妥
当性をあらためて検証している。
「インナーシティに存在する多くのカトリック学校は，しばしば人種的・ジェンダー的・宗教的に
さえ多様性の統合がはたされており，より多くの生徒の受け入れを希望している。けれどもインナー
シティに住む両親のほとんどは，相対的に低い授業料を払う余裕さえない。そのインナーシティの両
親（主にアフリカ系アメリカ人とヒスパニック系アメリカ人）が子どもたちに良い公立学校を見つけ
ることができないという現状は，バウチャー希望の源となってきたのであり，貧困層に限定するバウ
チャーは改善をもたらすかもしれない。裕福な両親の子どもたちが郊外に移動するか，もしくは私立
学校に通う一方で，貧しい両親の子どもたちが劣悪な学校に通い続けているのは，確実に不公正であ
る（７）」。このようなガットマンのインナーシティ問題の理解は，再配分的な教育バウチャーの支持派
の理解と一致している。だが，その改善策を提示する段階で，ガットマンの議論はバウチャー支持派
と距離をおくことになる。ガットマンは次のように自問自答を繰りかえしていく。本来ならば，社会
保障政策とリンクした，大胆な公立学校改革が望ましいけれども，その政治的な実現可能性はいまだ
低いと言わざるをえない。とすれば，再配分的な教育バウチャーが次善の策と言えるのだろうか。「も
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しこの国の市民が，低所得の両親に，ほとんどの親が彼らの子どもたちに望むことを保障する責任が
あるというのであれば，私たちが，バウチャーを選択することはないだろう（８）」。
ガットマンが想定する，ほとんどの親が子供に望むこととは，教育成果（educational result）すな
わち，「学力の向上」を意味する。周知の通り，バウチャーを通じた「学力の向上」は，いまだ明白
なものとは言えない状況にある。だからガットマンは，学級規模の縮小のほうが，「学力の向上」に
効果的であるという議論を引き合いに出して，古い学校も新しい学校も，小規模学級を重視して，さ
らには質の高い教師を増員するなどして，公立学校内での競合を促進する学校選択の措置が，教育的
にも民主的にも望ましいと主張する。そうであるから，結局のところ，消費者主権に導かれる教育バ
ウチャーより，小さなチャータースクールをいくつか設立する運動の方が，適切に思えると続けてい
る。そして，インナーシティにおけるチャータースクールに関しては，公教育の看板である「統合教
育」や「学力の向上」という目標に，わりと柔軟に対処してゆくことが必要であると考える。つま
り，インナーシティにおいて現存する，深刻な人種的・経済的分離という現実を前に，逆にそれを助
長してしまう「統合教育」を（９），形式的に主張するのではなく，むしろチャータースクールが既存
の人種的・経済的分離を悪化させるのでなければ，また今よりも学力の低下を招く恐れがないのであ
れば，実施を試みることができるのではないか，というのである（10）。
ところが，このようなガットマンのいう公立学校内での学校選択は，当事者（インナーシティに住
む両親）たちが，むしろ再配分的な教育バウチャーを希望しているのだという事実を軽視してはいな
いだろうか（11）。ガットマンは，先に述べたように「ほとんどの親が子供に望むこと」という判断に
照らして「教育バウチャー」に否定的な評価を下すにいたるが，当事者たちの声を誠実に拾わない
トップダウンな考え方が見え隠れしている。むしろ，インナーシティの両親たちには，もはやこれ以
上，公立学校改革を待つ時間的な余裕はない（12）。また地域の私立学校は，ほとんどの場合において，
カトリック系宗教学校である（13）。それゆえ彼らは，宗教学校へのアクセスを可能にするバウチャー
を支持しているのである（14）。もっとも，ただ時間的かつ物理的な問題で再配分的な教育バウチャー
を要望するわけではない。その理由というのは，いっそう根源的なもので，彼らが社会的に置かれて
いる立場に関係していると推測される。要するに，彼らは「ほとんどの親」というマジョリティでは
なく，マイノリティなのであり，その要求の意味することを，片方の立場から推測・評価することに
は，慎重であるべきではないのだろうか。さらには，インナーシティの人々が，えてして複合的なマ
イノリティの立場にあることも踏まえるべきである。つまり，彼らは経済的にマイノリティであるの
みならず，人種的・政治的にもマイノリティであることに由来すると考えるのである。そして実のと
ころ，このような人種的・政治的なマイノリティにとって，宗教がコミュニティや生活に与える意義
と影響は大きく，またマジョリティにとってのそれと異なる場合がある。したがって，とくに人種的
なマイノリティであるインナーシティの子どもたちに，その地区にある宗教学校への教育バウチャー
を認めることの独自な意義とは何であるのかについて検討することが求められてくる。そこで次節で
は，インナーシティにおいて市民の活力源となってきた宗教や教会の意義に着目して，宗教学校を含
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める再配分的な教育バウチャーを支持する議論を吟味してゆくことにする。
３．ヴィテリッティの教育バウチャー支持
たとえばヴィテリッティは，以下に述べるように，黒人コミュニティにおける宗教の独自な役割に
着目する。それによるとアメリカ人は，世界でもっとも教会出席率が高いことで有名であるが，なか
でも黒人コミュニティ（次いでヒスパニック）における教会出席率は非常に高い。ヴィテリッティに
よれば，それらの教会制度の特徴は，他の自発的な集団に比べて，民主的および平等主義的な構造を
有していることにある。そのため教会への出席が，公共的な場に参加する能力や態度を養う機会とな
りえているとヴィテリッティは考える。さらに黒人教会は，とくに政治的・社会的・精神的に結束す
る機会にもなっており，貧困層が民主的な能力や態度を養うことに大きく関係（もっといえば貢献）
しているとも述べる。ヴィテリッティは，次のように切り込んでいく。「この奇跡的な話題にとって
残念なことは，おそらく略奪の歴史の真っただ中でもっとも豊かな資源であった非常に力強い制度
が，若者を教育するという重要な仕事から事実上，排除されてきたことである」。それは，より具体
的に述べると，政策形成者たちが，子どもたちに対して，「学力の向上」「市民的能力」に貢献する，
地域に根付いた制度の強みを活かしてゆく事よりもむしろ，地域の宗教制度から教育事業に参加する
資格を剥奪することに従事してきたことを意味すると，ヴィテリッティは考える（15）。
では，そもそもなぜ，このような事態に陥ったのだろうか。ヴィテリッティの考えるところでは，
おそらく当時者と政策形成者との間で，選択の前提として把握される危機感の特性が，異なるからだ
とされる。つまり，当事者たちにとり，選択の評価は，個人的に差し迫った危機的状況の認識，もっ
といえば目の前にある危機的状況を脱出できるのかどうか，という観点を出発点にしている。一方で，
政策形成・選択評価に携わる人々にとり，そうした危機的状況は実質的であるように見えるものの個
人的な問題ではなく，むしろ新たな選択肢の認可が，社会分裂を引き起こさないかどうか，もっとい
えば不幸な立場に追い込まれている人々（マイノリティ）を既存社会の主流派（マジョリティ）に統
合できるのかどうか，という観点こそ評価基準となる。要するに，ある種の理念（社会統合）を主要
な関心事におき教育バウチャーを評価する視点と，危機的状況からの脱出を第 1の関心事において教
育バウチャーを評価する視点との違いが存在している。そして，こうした当事者のニーズに対する遠
近のズレが，結果として最も危機的状況にいる人々の脱出を遅らせる足かせとなっているというわけ
である。したがって，「何についての選択が提供されるべきか」のみならず「誰が政策を形成するのか」
という視点がもっと重視されてしかるべきだとヴィテリッティは考えている（16）。
この点に関して，政策形成にあたり，様々な集団間での権力の分有（power sharing）を指摘する
ソルトマンの議論は示唆に富んでいる。ソルトマンによれば，既存の再配分的な教育バウチャーは，
確かに不平等の是正を目指すものの，その不平等を生みだしてきた構造を変革する射程までは持ち合
わせていない。「すなわち，資本主義，人種主義，家長政治，異性愛主義にもとづく諸制度が，単な
る象徴主義を通じて表現される差異の承認，あるいは支配的な制度に排除されてきた人々を統合する
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意思などではなく，（実質的な）権力の分担を促進する，より平等主義的な構造へと移行する必要が
ある（17）」。
これは，異なった存在であることを認める「差異の承認」および「マイノリティの承認」―それは
マイノリティの権利保障にリンクする問題―を，実質的かつ政策的な次元で保障する方法として，政
策形成における権力の分有を主張する議論と言える。本論に引き寄せて述べると，マイノリティに対
する教育政策形成にあたり，彼らの宗教学校に対する理解を考慮して，公的財政支援の可能性を模索
することが，その一環として示唆されるだろう。
以上を踏まえて，ヴィテリッティの支持論を手掛かりに，再配分的な教育バウチャーの意義を明ら
かにするならば 2点挙げることができる。第 1に，複合的なマイノリティにとって，宗教学校が公共
的・教育的な役割を果たしうるという事情を考慮して，当事者たちの危機的状況からの脱出という希
望を最優先することである。第 2に，そのような複合的なマイノリティにとっての独自な事情を考慮
して彼らの声を認めることが―民主的な諸原理と両立するのであれば―実質的な（ソルトマンの言葉
を借りれば）平等の進展として評価されること，にあると考えるのである。
４．ガットマンの民主教育論の進展
そして，その後のガットマンもまた，公的財政支援を受ける教育の条件に関して，より多文化教育
の事情に照らして考察しており，きめ細かい民主教育論を発展させていることに着目したい。たとえ
ば，社会的統合の文脈にある市民的平等の理念と，（先で述べたような）差異の承認の文脈にある個
人の自由が，創造的な緊張関係を通じて―双方の折り合いを見つけながら―民主主義を豊かにする場
合，という条件を示唆している。その際，ガットマンの考え方の根底にあるのは，マジョリティとマ
イノリティが，争点をめぐり緊張感を保ちつつも，お互いの部分的な妥協を模索しながら十分な議論
を重ねてゆけるという考えである。ガットマンは，その具体的事例として，フランスの公立学校でお
きたスカーフ事件に言及して，ムスリムにとり，宗教的な象徴としてのヒジャブ（スカーフ）の着
用が，フランスの公立学校教育の主な目的である市民教育に適応できるのであれば，多様な宗教的価
値観をもつ平等な市民教育として，認められると述べる。またその際には，争点にあげられたヒジャ
ブの男女差別としての象徴に関して，複数の文脈・時代に依拠した多様な解釈があるという想定のも
と，その一面的な理解を拒絶している。あるいは，「長い間，言語的マイノリティでいる人々が，経
済的理由により，その伝統・文化を維持するための公的財政支援を要請する場合，認められうる。と
いうのも，市民的な平等に照らすと，より裕福ではない人々から，彼らの意思に反して，文化的・言
語的な実践が依拠する制度構造が奪われるのを国家は認めないと考えるからである」としている（18）。
こうしたガットマンの知見を踏まえると，スカーフ事件をめぐる議論は，本論でいうところの複合的
マイノリティにとっての宗教の理解，宗教学校の役割を，マジョリティ側から一面的に決めつけな
い必要性を示唆するとも理解できるのではないだろうか。また後者の例にかんしては，経済的な危機
にある人種的マイノリティの間で，自発的に（社会的な価値の保障のもとで）注目・希望されてい
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る宗教学校への公的財政支援について，すくなくとも議論を深めてゆく可能性を与えるものと理解で
きる。
５．教会と国家の分離―厳格あるいは緩やか―
上記したように，再配分的な教育バウチャーの思想的な意義と可能性について述べてきたが，本節
では論争の中心に位置する法的な文脈に照らして，特に「教会と国家の分離」に関する 2つの解釈可
能性を概観して考察を加えてゆくことにする。1つは，ヴィテリッティが支持する「教会と国家の緩
やかな分離」解釈である。もう1つは，ガットマンが支持する「教会と国家の厳格な分離」解釈である。
その問題背景としては，2節においてガットマンが述べていたように，一般には憲法上の争点であ
る「教会と国家の厳格な分離」が，宗教学校に対するいかなる公的資金提供をも禁止していると理解
されており，それが教育バウチャーをめぐる州判決の潮流でもある。それゆえ教育バウチャー支持の
正当性は，「教会と国家の緩やかな分離」の解釈可能性を，「教会と国家の厳格な分離」解釈の論拠と
折り合いをつける文脈で，指摘できるか否かにかかっていると言える。
まずヴィテリッティは，「教会と国家の緩やかな分離」の解釈可能性について次のように論ずる。
修正 1条は必ずしも完全な「分離」を要請している訳ではない（19）。「文字通りにテキストを解釈する
のであれば，合衆国憲法は 2つの要求を課している。第 1に，政府が国教会を樹立することを禁じて
おり，第 2に，すべての個人が公的権威の干渉を受けることなく，自由に宗教を実践できる権利を持
つということである（20）」。このような解釈は，憲法草案者の一人であるマディソンの知見に焦点をあ
てたものである（21）。それによると，マディソンは宗教・無宗教の間の平等な取り扱いを要請してい
るとされる。もっともマディソンは，そもそも宗教の自由を保護する方法として，宗教よりも無宗教
が優先されるべきだとする現代の理論や，政府による教育への公的財政支援が，宗教的な理由で宗教
学校を選択している者を排除するとは，予想しえなかった，とヴィテリッティは付言したうえで（22），
次のように述べるに至る。いはく，「『厳格な分離と宗教の自由』との間には，たとえばブラウン判決
が示したような『教育機会と人間の平等』との間のつながりほど，因果関係が確認されない。それと
は逆に，ゆるやかな分離は，国教樹立禁止を保障しながら宗教の自由行使を満たすという憲法の要求
を踏まえると，より賢明（prudent）であると少なくとも論じうる（23）」と。
そして周知の通り，アメリカ連邦最高裁のレンキストコートもまた，2002年に行われたゼルマン
対シモンズ判決において，宗教学校を含む再配分的バウチャーに合憲判決をくだした。そこで，宗教
学校への公的財政支援は，1）宗教・無宗教の間で中立的な仕方で提供されるならば，また 2）あく
まで両親の選択によるならば，認められるとされた。これは，先のヴィテリッティによる「ゆるやか
な分離」の解釈と軌を一にするものである（24）。したがって，「教会と国家のゆるやかな分離」の解釈
可能性は，実際の判例にも示されているといえる。
ところが，教育バウチャー判決の主な舞台である州レベルでの判決は，ゆるやかな分離を下敷きと
して調整傾向にある連邦最高裁の合衆国憲法の解釈よりも，厳格な分離を有する州法に照らされる傾
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向にあることも事実である。そこで以下では，州法における「教会と国家の厳格な分離」と共鳴する
ガットマンの解釈を概観してゆく。さてガットマンによると，先の修正 1条（注釈 19参照のこと）は，
国家からの宗教の保護という目的のみを掲げていると解釈するより，宗教からの国家の保護という目
的をも掲げていると解釈すべきであるとされる。というのも，特に後者の解釈を考慮することが，社
会分裂の回避を心がけながら，宗教・無宗教・反宗教の市民の間で社会的価値の追求・正当化をめぐ
る議論を触発すると考えるからである。そうした観点は，ガットマンによる教育バウチャー批判の最
も大きな要因である。
たとえばガットマンは，再配分的な教育バウチャーを批判するにあたり，教育バウチャーに本質的
に働くと予想される「すべての両親への平等な公的財政支援」という政治的な要求への拡大を懸念し
ている。つまり，インナーシティ（特にアフリカ系アメリカ人）を対象とした再配分的な教育バウ
チャーの政策的意義に一定の合意が得られたとしても，マジョリティの政治的支持を得て政策化する
ためには，普遍的な教育バウチャーへの移行が避けられないかもしれないということである。けれど
も普遍的な教育バウチャーは，「すべての子どもたちにとって良い学校」をめぐる民主的な議論より
も，むしろ消費者主権にもとづき「自分の子どもにとって良い学校」の選択を招きやすい。その結果，
普遍的な教育バウチャーの施行は，結局のところ，インナーシティの子どもたちの教育改善におおい
に直結するとは言えず，民主主義社会を空洞化して社会分裂を加速してゆく，とガットマンは危惧し
て批判するのである。
以上が，ガットマンによる「教会と国家の厳格な分離」解釈および教育バウチャー批判への適用の
論拠である。先に見たように，一方の「教会と国家のゆるやかな分離」の法的な解釈可能性は確認さ
れたので，ここにおいて問われるべきは，それに沿ったヴィテリッティによる教育バウチャー支持が，
厳格な分離に沿った教育バウチャー批判の主な要因である「民主主義社会の空洞化と社会分裂」を回
避できるのか否かという点に集約されるだろう。
その問いに答えてゆくと，まずヴィテリッティの再配分的な教育バウチャーは，公的財政支援を受
ける宗教学校に，入学基準における差別の設定を禁じており，また賛同する宗教学校の存在をふまえ
ての意見である（25）。したがって民主的原理に沿うといえる。加えて ,あくまで特定の対象（複合的マ
イノリティ）に向けた「再配分的な教育バウチャー」の支持論である。それゆえ社会分裂を危惧する
要因であった「普遍的な教育バウチャー」でもない。あくまで「再配分的な教育バウチャー」の次元
に留まるものである。仮に一部の複合的マイノリティの事情を考慮して緩やかな分離を適用すること
が，ただちに社会分裂をひきおこすという議論もまた，説得力に弱い一面があるだろう。というのも，
すでに多くの中・上流層には，事実上，住居地選択および公立・私立学校間の学校選択が存在してき
たこと，またそれによりインナーシティに人種的マイノリティが取り残されてきた面があることなど
をふまえると，経済的な危機に陥っている彼らに選択肢を与えないことは，むしろ彼らの社会的な孤
立をいっそう助長することになるからである（26）。かくして，ヴィテリッティによる教育バウチャー
支持は，「民主主義社会の空洞化と社会分裂」への危惧を回避する作用を想定しているといえる。
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６．おわりに
以上，ガットマンによる教育バウチャー批判の正当性に，ヴィテリッティによって提起された再配
分的な教育バウチャーの意義（3節，6頁）という観点から，疑義を呈する理論的な可能性を示すこ
とができたといえる。第 1に，ガットマンによる教育バウチャー批判は，マイノリティに対する再配
分的な教育バウチャーの独自な有効性や意義あるいは宗教学校の民主的な歩み寄りを軽視した文脈で
展開されているので，すでに社会的分離の状況に置かれた複合的なマイノリティを対象とする場合，
抑圧的に作用するということであった。第 2に，ガットマンをはじめとする教育バウチャー批判が
拠って立つ「教会と国家の厳格な分離」も，解釈をめぐり「教会と国家のゆるやかな分離」との間で
論争的であるのなら，前者の正当性（一面的な適用）を慎重に問い返す必要があるということであっ
た。第 3にガットマン自身，先のスカーフ事件をめぐる議論が示したように，もし宗教的自由の行使
がいかなる非宗教的な人々の排除をも伴わないのであれば，厳格な分離は絶対的なものではないと，
議論を発展させている（27）。その意味では「教会と国家の厳格な分離」の絶対性を否定する見解を一
方で示した，最近のガットマンの議論の行方が，複合的なマイノリティにとっての再配分的な教育バ
ウチャーの意義という観点をどのように取り扱ってゆくのか，これから注目されるところといえるか
もしれない。
だが一方で，ヴィテリッティによる教育バウチャー支持に課題がないという訳ではない。たとえば
ヴィテリッティは，「再配分的な教育バウチャー」に留まると指摘することで，ガットマンにとって
厳格な分離を支持する主要な論拠であった「普遍的な教育バウチャー」への危惧を否定する。けれど
も，政策化するにあたっての「マジョリティによる政治的合意」を「再配分的な教育バウチャー」が
どのように取り付けることができるのか，という問題は棚上げされたままなのである。それゆえ，次
の検討課題として「教育プログラムが社会でほとんど権力をもたない一部の人々を対象とする限り，
その政策は長続きしない（28）」という，よく知られた問題を克服する手立ての発見が要請されること
になる。
注⑴ ここで再配分的な教育バウチャーとは，公金を用いて，おもに複合的なマイノリティの立場にいる貧困
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